
企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
企画調整
課

令和８年度「お
きなわSDGｓプ
ラットフォーム
運営業務」

令和8年4
月1日

36,822,742

令和８年度おきなわ
SDGsプラットフォーム運
営業務に係る委託業務
共同事業体
➀株式会社アカネクリ
エーション
②アビームコンサルティ
ング株式会社
③株式会社ネオキャリア

➀沖縄県那覇市銘苅1丁
目19－29
②東京都中央区八重洲2
丁目2番1号　東京ミッドタ
ウン八重洲　八重洲セン
トラルタワー
③東京都新宿区西新宿1
丁目22番2号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ計１社から応募があった。
　選定委員会において、企画提案内容を様々
な観点から検討した結果、各委員の合議によ
り適当であると判断し、契約の相手方として選
定した。

2
企画調整
課

令和８年度 沖
縄県VLR国際
発信業務委託

令和8年5
月7日

9,142,058
株式会社ジャンボツアー
ズ

沖縄県那覇市久茂地２丁
目15-10

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ計１社から応募があった。
　選定委員会において、企画提案内容を様々
な観点から検討した結果、各委員の合議によ
り適当であると判断し、契約の相手方として選
定した。

3
交通戦略
推進課

令和８年度基
幹バスシステ
ム構築に向け
た調査検討業
務

令和８年
6
月16日

47,652,000
中央建設コンサルタント・
計量計画研究所共同企
業体

沖縄県浦添市宮城五丁
目12番11号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行い、選
定委員会で様々な観点から審査・採点を行
い、契約の相手方として選定した。

4
交通戦略
推進課

令和８年度
シームレスな陸
上交通体系の
構築に係る広
報活動業務

令和8年4
月1日

25,000,000
シームレスな陸上交通体
系の構築に係る広報活
動業務共同企業体

沖縄県那覇市銘苅１丁目
19ー29

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行い、選
定委員会で様々な観点から審査・採点を行
い、契約の相手方として選定した。

5
交通戦略
推進課

令和８年度基
幹バスシステ
ムの導入向け
た検討業務

令和8年6
月16日

11,847,000
（株）中央建設コンサルタ
ント・（株）ケー・シー・エス
共同企業体

沖縄県浦添市宮城五丁
目12番11号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行い、選
定委員会で様々な観点から審査・採点を行
い、契約の相手方として選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

6
交通戦略
推進課

令和８年度協
力型バスレー
ン実証実験に
係る広報活動
業務

令和8年6
月18日

18,830,000
株式会社アカネクリエー
ション

沖縄県那覇市銘苅１丁目
19ー29

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行い、選
定委員会で様々な観点から審査・採点を行
い、契約の相手方として選定した。

7
交通戦略
推進課

令和８年度観
光２次交通結
節点機能強化
事業委託

令和8年4
月1日

187,000,000
（株）オリエンタルコンサ
ルタンツ沖縄支社

沖縄県那覇市久茂地2-
22-10

第167条の２
第１項第２号

令和６年度から実施している観光２次交通結
節点「北谷ゲートウェイ実証事業」の継続運用
であり、「運営を止めない段階的移行」という本
業務の特殊性によることから特命随意として契
約の相手方として選定した。

特命随意
契約

8
交通戦略
推進課

令和８年度観
光情報基盤構
築事業委託業
務

令和8年4
月1日

18,848,000
（株）オリエンタルコンサ
ルタンツ沖縄支社

沖縄県那覇市久茂地2-
22-10

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行い、選
定委員会で様々な観点から審査・採点を行
い、契約の相手方として選定した。

9
交通戦略
推進課

令和８年度てだ
こ浦西駅交通
結節機能強化
整備計画策定
業務

令和８年
6
月29日

29,898,000
八千代エンジニヤリング
(株)沖縄事務所

沖縄県那覇市久茂地３丁
目２１番１号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ左の社１社から応募があった。
企画提案内容等を選定委員会において、様々
な観点から審査・採点を行い、契約の相手方と
して選定した。

10
交通戦略
推進課

沖縄県総合交
通体系基本計
画見直し検討
委託業務（R8）

令和8年6
月24日

16,995,000
中央建設コンサルタント・
計量計画研究所共同企
業体

沖縄県浦添市宮城五丁
目12番11号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行い、選
定委員会で様々な観点から審査・採点を行
い、契約の相手方として選定した。

11
交通戦略
推進課

次世代交通ビ
ジョンおきなわ
策定委託業務
（R8）

令和8年4
月28日

29,689,000
計量計画研究所・中央建
設コンサルタント・三菱総
合研究所共同企業体

東京都文京区後楽一丁
目４番14号後楽森ビル12
階

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行い、選
定委員会で様々な観点から審査・採点を行
い、契約の相手方として選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

12
交通支援
課

令和８年度
「自動運転技術
導入により誰も
が安心して住
み続けられるし
まづくりモデル
（仮称）」実証業
務

令和8年4
月1日

98,232,200

株式会社中央建設コンサ
ルタント・東海クラリオン
株式会社共同企業体
①株式会社中央建設コン
サルタント
②東海クラリオン株式会
社

①沖縄県浦添市宮城５丁
目12番11号
②愛知県名古屋市中区
正木一丁目14番9号

第167条の２
第２項

本県では、令和７年度に自動運転カートを東海
クラリオン株式会社より購入し、多良間村の集
落内で実証事業を実施してきた。車両運行や
システム改良等には開発元の技術が不可欠で
あること、また、前年度にデータ分析等を担っ
た株式会社中央建設コンサルタントの実績を
活用し、事業の継続性・一体性を確保して切れ
目なく推進する必要があることから、両者の共
同企業体を契約相手方として選定した。

特命随意
契約

13
交通支援
課

離島航路船員
確保・育成支援
事業委託業務
（Ｒ８）

令和8年6
月11日

6,529,227

離島航路船員確保・育成
支援事業受託業務共同
企業体
①ＮＰＯ法人キャリエイト
②株式会社シャイニング
沖縄

①沖縄県那覇市松山一
丁目４番１２号　高田産
業ビル３１号
②沖縄県那覇市松山一
丁目４番１２号　高田産
業ビル３１号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、１者から応募があり、選定委員会で様々
な観点から審査・採点を行い、基準点に達して
いたことから、契約の相手方として選定した。

14
交通支援
課

令和８年度「自
動運転技術導
入により誰もが
安心して住み
続けられる
しまづくりモデ
ル（仮称）」の構
築に向けた支
援業務

令和8年6
月18日

36,787,300
株式会社中央建設コンサ
ルタント

沖縄県浦添市宮城５丁目
12番11号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、１者から応募があり、選定委員会で様々
な観点から審査・採点を行い、基準点に達して
いたことから、契約の相手方として選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

15
交通政策
課

名護東線夜間
運行バス（名護
バスターミナル
～安慶名バス
停間）運行委託
業務

令和8年4
月7日

7,856,200 株式会社琉球バス交通
沖縄県豊見城市字翁長８
１１番地

第167条の２
第１項第２号

　当該夜間運行バスについては、名護東線の
減便等に対応するため、県及び関係市町村で
設立した協議会において、今年度末まで実証
運行を実施することとしている。本実証運行は
令和７年度から継続して実施しているものであ
り、利用実績や乗降データ等を蓄積・比較しな
がら効果検証を行う必要があることから、運行
体制及び検証手法の継続性が求められる。名
護東線が運行する本島北部東海岸地域は代
替路線が少ない広域的な運行環境であり、県
内のバス事業者においても運転手不足が深刻
化していることから、本実証運行を継続的かつ
安定的に実施できる事業者は極めて限定的で
ある。そうした状況において、当該事業者は、
前年度の実施事業者として運行特性や利用実
態を十分把握するとともに、夜間運行に必要な
車両及び運転手を確保できる体制を有してい
る。また、協議会においても同社へ運行を要請
することについて合意がなされていることから、
契約の相手方として選定したものである。

特命随意
契約

16
交通政策
課

幹線系統機能
の維持確保方
策に係る調査
検討業務

令和8年6
月17日

5,995,000
株式会社ケー・シー・エス
沖縄支社

沖縄県那覇市久米2－4
－14

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、１者から応募があり、選定委員会で様々
な観点から審査・採点を行い、基準点に達して
いたことから、契約の相手方として選定した。

17
交通政策
課

令和８年度 バ
ス運転手確保
方策検討調査
業務

令和8年6
月17日

3,421,000
株式会社ケー・シー・エス
沖縄支社

沖縄県那覇市久米2－4
－14

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、１者から応募があり、選定委員会で様々
な観点から審査・採点を行い、基準点に達して
いたことから、契約の相手方として選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

18
交通支援
課

令和８年度 那
覇空港機能拡
張等検討調査
業務委託

令和8年6
月10日

8,492,000

日本空港コンサルタンツ・
りゅうぎん総合研究所 共
同企業体
①株式会社日本空港コン
サルタンツ
②株式会社りゅうぎん総
合研究所

①東京都中央区勝どき
一丁目13 番１号
②沖縄県那覇市久茂地１
丁目11 番１号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、１者から応募があり、選定委員会で様々
な観点から審査・採点を行い、基準点に達して
いたことから、契約の相手方として選定した。

19
県土・跡地
利用対策
課

令和８年沖縄
県地価調査業
務

令和8年4
月1日

23,208,434
公益社団法人沖縄県不
動産鑑定士協会

沖縄県那覇市久米２丁目
１６番１９号

第167条の２
第１項第２号

　地価調査業務において、都道府県知事は、
法令で基準地について不動産鑑定士の鑑定
評価を求めることとされている。　限られた期
間
内に県全域にわたる多数の基準地の鑑定評
価を行うには、組織体制が十分でなければな
らないことから、不動産鑑定士を包括している
県内唯一の団体である本協会を委託先として
選定した。

特命随意
契約

20
県土・跡地
利用対策
課

普天間飛行場
跡地利用計画
策定調査業務
委託

令和8年5
月20日

25,019,500

(株)URリンケージ・(株)オ
リエンタルコンサルタン
ツ・(株)国建・日本工営都
市空間(株)調査業務共同
企業体
①(株)URリンケージ
②(株)オリエンタルコンサ
ルタンツ
③(株)国建
④日本工営都市空間(株)

①沖縄県那覇市松山１丁
目１番19号
②沖縄県那覇市久茂地２
丁目22番10号
③沖縄県那覇市久茂地１
丁目２番20号
④沖縄県那覇市金城５丁
目５番地８

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１者から応募があった。企画提案内容等を
選定委員会において審査したところ、左の者の
提案は検討内容・手法等に優れていることから
評価が高く、選定基準（配点合計の60％以上）
を満たしているため、契約の相手方として選定
した。

21
県土・跡地
利用対策
課

中南部都市圏
駐留軍用地跡
地利用及び周
辺整備検討調
査業務委託

令和8年5
月29日

19,668,000

(株)URリンケージ・(株)オ
リエンタルコンサルタン
ツ・(株)国建・日本工営都
市空間(株)調査業務共同
企業体
①(株)URリンケージ
②(株)オリエンタルコンサ
ルタンツ
③(株)国建
④日本工営都市空間(株)

①沖縄県那覇市松山１丁
目１番19号
②沖縄県那覇市久茂地２
丁目22番10号
③沖縄県那覇市久茂地１
丁目２番20号
④沖縄県那覇市金城５丁
目５番地８

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１者から応募があった。企画提案内容等を
選定委員会において審査したところ、左の者の
提案は検討内容・手法等に優れていることから
評価が高く、選定基準（配点合計の60％以上）
を満たしているため、契約の相手方として選定
した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

22
県土・跡地
利用対策
課

駐留軍用地跡
地利用に伴う
経済波及効果
等に関する検
討調査業務委
託

令和8年6
月11日

49,808,000 (同)デロイトトーマツ
東京都千代田区丸の内
三丁目２番３号　丸の内
二重橋ビルディング

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ４者から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の者の提案は、左の者の提案は検討内
容・手法等に優れていることから、順位点によ
る評価において最も評価が高く、選定基準（評
価点総合計が60％以上）を満たしているため、
契約の相手方として選定した。

23
科学技術
振興課

令和８年度ハ
ワイ東西セン
ター連携事業
委託業務

令和8年4
月10日

3,625,000

ハワイ東西センター連携
事業委託業務受託共同
企業体
①(株)シャイニング沖縄
②NPO法人キャリエイト

①②沖縄県那覇市松山
一丁目4番12号高田産業
ビル31号室

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により公募を行ったところ、
応募は当該事業者のみであった。
　企画提案内容等を選定委員会において審査
し、提案内容の実現性、具体性及び適合性を
総合的に評価し選定した。

24
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その24）

令和8年4
月2日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和６年度から令和８年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

25
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その25）

令和8年4
月8日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和６年度から令和８年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

26
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その26）

令和8年4
月6日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

27
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その27）

令和8年5
月8日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

28
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その28）

令和8年4
月8日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

29
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その29）

令和8年4
月1日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

30
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その30）

令和8年4
月3日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

31
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その31）

令和8年4
月28日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

32
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その32）

令和8年4
月6日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

33
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その33）

令和8年4
月2日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

34
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その34）

令和8年4
月6日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

35
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その35）

令和8年4
月13日

4,800,000
独立行政法人
国立高等専門学校機構
沖縄工業高等専門学校

沖縄県名護市字辺野古
905番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

36
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その36）

令和8年6
月29日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　研究事業の提案を対象にプロポーザル方式
により広く公募を行ったところ、５件の応募が
あった。
　選定委員会による審査の結果、総合的に評
価の高かった左記を含む２件を契約の相手方
として選定した。

特命随意
契約

37
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（出口志向型
その37）

令和8年6
月9日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　研究事業の提案を対象にプロポーザル方式
により広く公募を行ったところ、５件の応募が
あった。
　選定委員会による審査の結果、総合的に評
価の高かった左記を含む２件を契約の相手方
として選定した。

特命随意
契約

38
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（シーズ育成
型　その１）

令和8年4
月8日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

39
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（シーズ育成
型　その２）

令和8年4
月8日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

40
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業委託業
務（シーズ育成
型　その３）

令和8年4
月3日

4,800,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

41
科学技術
振興課

令和８年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（更なる
支援分野）委託
業務（海洋分
野）

令和8年5
月1日

35,000,000

沖縄イノベーション・エコ
システム共同研究推進事
業受託共同企業体
①（一財）沖縄県環境科
学センター
②（学法）沖縄科学技術
大学院大学学園
③（国大）東京大学

①沖縄県浦添市経塚720
番地
②沖縄県国頭郡恩納村
字谷茶1919番地１
③東京都文京区本郷７丁
目３番１号

第167条の２
第１項第２号

　令和７年度から令和８年度までを事業期間
（最長２年間）としてプロポーザル方式により公
募し、選定委員会を経て、契約の相手方として
選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

42
科学技術
振興課

沖縄イノベー
ション・エコシス
テム共同研究
推進事業（出口
志向型研究支
援業務）委託業
務

令和8年4
月1日

89,870,000
公益財団法人沖縄科学
技術振興センター

沖縄県うるま市字州崎12
－２

第167条の２
第１項第２号

　令和４年度から令和８年度までを事業期間
（最長５年間）としてプロポーザル方式により公
募し、企画選定委員会を経て、契約の相手方
として選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

43
科学技術
振興課

沖縄ライフサイ
エンス研究セン
ター入居者支
援等業務委託

令和8年5
月13日

4,950,000

令和８年度沖縄ライフサ
イエンス研究センター入
居者支援等業務受託共
同企業体
①公益財団法人沖縄科
学技術振興センター
②一般社団法人トロピカ
ルテクノプラス

①沖縄県うるま市州崎
12-2
②沖縄県うるま市洲崎７
番地７

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１社から応募があった。
　企画提案内容等を選定委員会において審査
したところ、事業実施の方法・内容・体制等に
優れていることから評価が高く要求水準を満た
したため、契約の相手方として選定した。

44
科学技術
振興課

令和８年度大
学発ベンチャー
創出志向型研
究支援事業委
託業務

令和8年5
月26日

17,220,000
公益財団法人沖縄科学
技術振興センター

沖縄県うるま市州崎12－
２

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ３者から応募があった。
　企画提案内容等を選定委員会において審査
したところ、企画提案内容や遂行能力・進捗管
理体制において優れていることから特に評価
が高く、総合得点でも最も高得点であったた
め、契約の相手方として選定した。

45
科学技術
振興課

令和８年度子
ども科学技術
人材育成事業
委託業務

令和8年4
月10日

40,110,000

令和８年度子ども科学技
術人材育成事業共同企
業体
①光文堂コミュニケーショ
ンズ株式会社
②株式会社 地球の歩き
方
③株式会社 evolia

①沖縄県南風原町字兼
城577 番地
②東京都品川区西五反
田２丁目11-８
③東京都中央区銀座３丁
目９-11

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ２者から応募があった。
　企画提案内容等を選定委員会において審査
したところ、企画提案内容及び遂行能力等を
総合的に評価し受託者として適当であるとされ
たたため、契約の相手方として選定した。

46
科学技術
振興課

令和８年度科
学技術人材等
活用促進事業
委託業務

令和8年5
月27日

9,900,000 株式会社沖縄ＴＬＯ

沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地
琉球大学産学連携推進
機構内

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１者から応募があった。
　企画提案内容等を選定委員会において審査
したところ、提案内容の実現性、具体性及び適
合性等を総合的に評価し受託者として適当で
あるとされたたため、契約の相手方として選定
した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

47
科学技術
振興課

沖縄型イノベー
ション・エコシス
テム構築に向
けたコーディ
ネート等機能
強化プロジェク
ト委託業務

令和8年4
月7日

34,830,000 株式会社沖縄ＴＬＯ

沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地
琉球大学産学官連携推
進機構内

第167条の２
第１項第２号

　令和６年度から令和８年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、企画選定委員会を経て、契約の相手方
として選定した。
　令和７年度末に実施した評価委員会（継続審
査）において、事業継続が妥当との評価を受け
たことを踏まえ、令和８年度も引き続き契約の
相手方とした。

特命随意
契約

48
科学技術
振興課

令和８年度県
内大学等の研
究成果活用に
向けた可能性
検討支援委託
業務

令和8年4
月1日

16,331,000 株式会社沖縄ＴＬＯ

沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地
琉球大学産学連携推進
機構内

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１者から応募があった。
　企画提案内容等を選定委員会において審査
したところ、提案内容の実現性、具体性及び適
合性等を総合的に評価し受託者として適当で
あるとされたたため、契約の相手方として選定
した。

49
デジタル社
会推進課

令和８年度
「ノーコードツー
ルによる業務
改善環境」の運
用及び利活用
促進業務

2026年4
月1日

18,279,984
株式会社システック沖縄
代表取締役　赤嶺　宏

沖縄県那覇市泊3-15-5
第167条の２
第１項第２号

　当業務は、ノーコードツールを用いた業務改
善環境の運用および利活用の促進を行うもの
であり、、価格のみの競争だけでなく、提案内
容や事業者の高度な専門性等を総合的に評
価する必要があることから、プロポーザル方式
としている。
　プロポーザル方式により公募を行ったところ
複数の事業者からの応募があった。企画提案
内容等を選定委員会において審査したところ、
同者は要求仕様を満たすとともに、実績、業務
実施方法、体制などが最も優れていたことか
ら、契約の相手方として選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

50
デジタル社
会推進課

沖縄県個人番
号利用事務用
仮想環境基盤
賃貸借契約

令和8年4
月1日

2,203,080
ＮＴＴ西日本株式会社　沖
縄支店　支店長　古堅
誠

沖縄県浦添市城間４丁目
35番１号

第167条の２
第１項第２号

　従前の沖縄県個人番号利用事務用仮想環
境基盤（以下、「仮想基盤」という。）は、令和３
年４月から令和８年３月までNTT西日本株式会
社から賃借して運用していたものであり、令和
８年10月までに当該システムの更改を予定し
ている。
　本契約は、この更改が完了するまでの期間、
仮想基盤の稼働を継続させるためのものであ
る。既存のシステム環境を熟知し、業務の連続
性を担保できる相手方と契約する必要がある
ことから、同社を選定した。

特命随意
契約

51
デジタル社
会推進課

令和８年度沖
縄県市町村DX
支援業務

令和8年4
月8日

66,935,000
一般財団法人沖縄ＩＴイノ
ベーション戦略センター

沖縄県那覇市旭町112番
地１　金秀ビル東館２階

第167条の２
第１項第２号

　当業務は、DX推進の取組やシステム標準化
の対応について、自走による取組に課題があ
り支援が必要とされる市町村を対象に支援員
の選任と伴走型の支援等を行うものであり、価
格のみの競争だけでなく、提案内容や事業者
の高度な専門性等を総合的に評価する必要が
あることから、プロポーザル方式としている。
プロポーザル方式により公募を行ったところ複
数の事業者からの応募があった。企画提案内
容等を選定委員会において審査したところ、同
者は要求仕様を満たすとともに、実績、業務実
施方法、体制などが最も優れていたことから、
契約の相手方として選定した。

52
デジタル社
会推進課

令和８年度DX
アドバイザチー
ム等運営業務

令和8年4
月17日

30,837,071 株式会社国際システム
沖縄県那覇市東町４番1
号 沖縄セルラーフォレス
トビル１１Ｆ

第167条の２
第１項第２号

　当業務は、DXアドバイザチームを効率的に
運営するとともに、効果的な支援の実施を図
り、各部局のDX関連施策の推進を行うもので
あり、価格のみの競争だけでなく、提案内容や
事業者の高度な専門性等を総合的に評価する
必要があることから、プロポーザル方式として
いる。
　プロポーザル方式により公募を行ったところ
複数の事業者からの応募があった。企画提案
内容等を選定委員会において審査したところ、
同者は要求仕様を満たすとともに、実績、業務
実施方法、体制などが最も優れていたことか
ら、契約の相手方として選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

53
デジタル社
会推進課

令和８ 年度D
X 人材育成研
修業務

令和8年6
月18日

7,171,340

パーソルワークスイッチコ
ンサルティング株式会社
代表取締役社長　小野
隆正

東京都千代田区大手町２
丁目－１－１ 大成大手町
ビル10階

第167条の２
第１項第２号

　当業務は、県職員向けにDX研修を行うもの
であり、価格のみの競争だけでなく、提案内容
や事業者の高度な専門性等を総合的に評価
する必要があることから、プロポーザル方式と
している。
　プロポーザル方式により公募を行ったところ
複数の事業者からの応募があった。企画提案
内容等を選定委員会において審査したところ、
同者は要求仕様を満たすとともに、実績、業務
実施方法、体制などが最も優れていたことか
ら、契約の相手方として選定した。

54
デジタル社
会推進課

令和８年度　県
庁内各所属に
おけるオープン
データ公開等
推進業務

令和８年
６月29日

4,314,090
アイパブリッシング株式
会社

石川県金沢市黒田一丁
目276番地１

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、県庁内各所属に対して、専門的
知見を用いたオープンデータ取組支援を行うこ
とが主たる内容である。そのため、提案内容や
専門性等、価格以外の条件を重要視する必要
があり、プロポーザル方式による随意契約を採
用するものである。
　プロポーザル方式により公募を行ったところ
２者からの応募があった。同者の企画提案内
容等を選定委員会において審査したところ、要
求仕様を満たすとともに、業務実施方法や体
制などが優れていたことから、契約の相手方と
して選定した。

55
情報基盤
整備課

沖縄県ネット
ワーク最適化
推進支援業務
委託

令和８年
４月15日

18,018,000
グラビス・アーキテクツ株
式会社

東京都千代田区霞が関３
丁目２番５号
霞が関ビルディング

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、職員の業務効率化、利便性及び
運用性の向上を目的として、庁内ネットワーク
の全面的な更改を進めるものであり、令和８年
度は、令和７年度に策定された全体最適化計
画を具体的かつ技術的な仕様へと落とし込む
必要がある。
　これらの取組を、計画策定業務を通じて得ら
れた知見や分析結果を直接的に活用すること
が、業務の正確性と効率性を確保する上で最
も合理的であることから、前年度と同一の社を
契約相手方とした。なお、令和７年度の業者選
定にあたっては、公募型プロポーザル方式を
採用した。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

56
情報基盤
整備課

沖縄県の業務
におけるコラボ
レーションツー
ルの活用に係
る業務委託

令和８年
５月29日

2,087,570,320

沖縄県ワークスタイル3.0
推進コンソーシアム
①沖縄セルラー株式会社
②日本ビジネスシステム
ズ株式会社

①沖縄県那覇市松山一
丁目２番１号
②東京都港区虎ノ門二
丁目６番１号
虎ノ門ヒルズ　ステーショ
ンタワー20階

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により公募を行ったところ
５社から応募があった。それぞれの企画提案
内容等を選定委員会において審査したところ、
左の社の提案はコラボレーションツールの定
着に向けた職員への支援内容やローカルブ
レークアウト回線の改善内容が優れており、順
位点で最高順位であったため、契約の相手方
として選定した。

57
情報基盤
整備課

個人番号利用
事務用ネット
ワーク機器等
賃貸借（再リー
ス）

令和８年
６月30日

3,082,860
NTT西日本株式会社　沖
縄支店

沖縄県浦添市城間４丁目
35番１号

第167条の２
第１項第２号

　個人番号利用事務用ネットワーク機器の賃
貸借期間が令和８年６月に契約終了したが、
世界的なメモリー及びストレージ製品の不足に
伴い、機器の納期に遅れがでるため、機器更
改までの番号利用事務用ネットワーク環境の
確保のため、現行機器の再リースにて対応を
行った。

特命随意
契約

58
地域・離島
課

令和８年度沖
縄離島体験・デ
ジタル交流促
進事業委託

令和８年
４月１日

176,642,000

株式会社カルティベイト・
株式会社りゅうせきフロン
トライン共同企業体
①株式会社カルティベイ
ト
②株式会社りゅうせきフ
ロントライン

①沖縄県那覇市天久１－
２１－１０
②沖縄県浦添市勢理客４
－２０－１

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を企画提案選定委員会において審
査し、業務実施体制、業務行程等を総合的に
評価し、選定した。

59
地域・離島
課

令和８年度離
島とのつながり
促進事業業務
委託

令和８年
４月１日

92,663,000

離島とのつながり促進事
業共同企業体
①株式会社おきなわコー
クリエーション
②株式会社国際旅行社
③アデコ株式会社

①沖縄県那覇市安里３８
１－１ ＺＯＲＫＳ沖縄
②沖縄県那覇市久茂地３
－４－１０ 久茂地ＹＡＫＡ
ビル２階
③東京都千代田区霞が
関３－７－１ 霞が関東急
ビル

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を企画提案選定委員会において審
査し、業務実施体制、業務行程等を総合的に
評価し、選定した。

60
地域・離島
課

令和８年度離
島特産品等
マーケティング
支援事業業務
委託

令和８年
４月８日

34,394,000 株式会社みらいおきなわ
沖縄県那覇市久茂地３丁
目10番１号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２社から応募があった。企画提案内容等を選
定委員会において審査し、業務実施体制、業
務行程等を総合的に評価し、選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

61
地域・離島
課

令和８年度沖
縄県移住定住
促進事業委託
業務

令和8年4
月24日

15,000,000
一般社団法人プロモー
ションうるま

沖縄県うるま市字田場
1304番地１　１階

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２つの事業者から応募があった。企画提案
内容等を企画提案審査会において審査し、業
務実施体制、業務行程等を総合的に評価した
うえで選定した。

62
地域・離島
課

令和８年度沖
縄県移住情報
発信事業委託
業務

令和8年4
月27日

20,399,075 バッカム株式会社
沖縄県那覇市久茂地２丁
目２番２号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ４つの事業者から応募があった。企画提案
内容等を企画提案審査会において審査し、業
務実施体制、業務行程等を総合的に評価し、
選定した。

63
地域・離島
課

令和８年度離
島住宅整備支
援業務

令和8年4
月27日

12,938,000

離島住宅整備共同企業
体
①株式会社正広コーポ
レーション
②一般財団法人日本不
動産研究所

①沖縄県那覇市銘苅1-
11-9 丸正新都心ビル3階
②東京都港区虎ノ門一
丁目3番1号 東京虎ノ門
グローバルスクエア

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２社から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の事業者の提案は、業務に関する専門
的知見及び実績、実施方法、事業の執行体制
等から、事業内容をより有効に実施できる相手
方として選定した。

64
地域・離島
課

令和８年度離
島・過疎地域空
き家活用緊急
支援事業委託
業務

令和8年4
月30日

37,230,600

沖縄県住宅供給公社・株
式会社海邦総研　共同企
業体
①沖縄県住宅供給公
②株式会社海邦総研

①沖縄県那覇市旭町114
番地７
②沖縄県那覇市壺川３丁
目１番19号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２つの事業者から応募があった。企画提案
内容等を企画提案審査会において審査し、業
務実施体制、業務行程等を総合的に評価した
うえで選定した。

65
地域・離島
課

令和８年度「次
代を拓く持続可
能な島づくり計
画」改定支援業
務

令和8年5
月29日

8,663,000

株式会社海邦総研・三菱
UFJリサーチ＆コンサル
ティング株式会社共同企
業体
①株式会社海邦総研
②三菱UFJリサーチ＆コ
ンサルティング株式会社
名古屋

①沖縄県那覇市壷川３丁
目１番１９号
②愛知県名古屋市中区
錦三丁目２１番２４号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ３社から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の事業者の提案は、業務に関する専門
的知見及び実績、実施方法、事業の執行体制
等から、事業内容をより有効に実施できる相手
方として選定した。

66
地域・離島
課

令和８年度おき
なわ地域活性
化施策活用促
進事業

令和8年6
月25日

6,163,000
一般社団法人プロモー
ションうるま

沖縄県うるま市字田場
1304番地１　１階

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ１つの事業者から応募があった。企画提案
内容等を企画提案審査会において審査し、業
務実施体制、業務行程等を総合的に評価した
うえで選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和８年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

67 市町村課
普通交付税等
算定事務の電
算処理委託

令和8年4
月3日

2,078,450
地方公共団体情報システ
ム機構

東京都千代田区一番町
25番地

第167条の2
第1項第2号

普通交付税等算定事務の電算処理業務につ
いては、「令和8年度市町村分普通交付税等算
定事務電算計算機処理実施要項について」
（令和8年4月3日付け総財交第38号　総務省
自治財政局交付税課長通知）に基づき、委託
されるものである。当該業務については、地方
公共団体金融機構の他に受託業務を提供して
いる者がないため、同機構を契約の相手方と
して選定した。

特命随意
契約

68 市町村課

離島町村の総
務事務の共同
処理に関する
検証事業委託
業務

令和8年6
月19日

12,752,520
株式会社創和ビジネス･
マシンズ

沖縄県那覇市泉崎２丁目
23番2号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ３社から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の者の提案は総合得点で最も高得点で
あったため、契約の相手方として選定した。

69 市町村課

令和８年度離
島町村等人材
確保支援事業
業務委託

令和8年4
月27日

8,500,000
一般社団法人プロモー
ションうるま

沖縄県うるま市田場1304
番地１　１階

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２社から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の者の提案は総合得点で最も高得点で
あったため、契約の相手方として選定した。

70 市町村課

令和８年度マイ
ナンバーカード
取得促進事業
業務委託

令和8年4
月30日

49,990,424

沖縄県マイナンバーカー
ド取得促進事業運営連
合体
①グローバルデザイン株
式会社
②株式会社PBコミュニ
ケーションズ

①静岡県静岡市葵区紺
屋町17番地の１葵タワー
16階
②沖縄県うるま市みどり
町4-14-5 TOPビル105

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ、３者から応募があった。企画提案内容等を
選定委員会において委託事業の候補者の可
否について審査したところ、左の者について可
とされたため、契約の相手方として選定した。


